
 ①計画の名称

 ④計画の期間

 ③交付対象

 ⑤計画の目標

 ⑥実施体制・期間

 ⑦事後評価の結果  指    標   ：北部圏域において公営住宅に入居する若年層（0～49歳まで）世帯の増加

 定    義   ：北部圏内の公営住宅に入居している若年層の世帯数

 評価方法：
圏域内各市町村の入居者数データ及び対象市町村のフォローアップデータ
及び資料調査

 結    果   ：従来値：1,533世帯⇒目標値：1,543世帯⇒実績値：1,542世帯

 結果の分析： 圏域内の公営住宅において、新規建設事業（12戸）を実施した。

子育て世代等の若年層や自力では世帯人数の応じた住宅を確保できない世帯

向けに低廉で快適な賃貸公営住宅を整備することにより、若年層の世帯の増加

は9戸で目標の90％と、目標をほぼ達成することができた。

 ⑧結果の公表方法

 ３．事後評価の結果を踏まえた今後の住宅施策の取り組みへの反映等

 ⑨今後の住宅施策

　 の取組への反映

 ⑩その他 （特筆すべき事項があれば記載）

※この事後評価は別添の社会資本総合整備計画について行ったものである。

 北部広域市町村圏事務組合において評価を行い確定（平成２６年６月）

北部広域のホームページ内にて公表を行う。

・北部地域は依然として、平均所得が低く（平成21年度181万円）、小中学校では複式学級

  化が顕　著になりつつあり、昔からの豊かな地域コミュニティーが崩壊しつつある。また、名

  護市以外の北部地域では民間住宅貸家の建設が低調で、都市部へ流出した若者が帰り

  たくても帰れない状況にある。このため、子育て世帯等の若年層や自力では世帯人数に応

  じた住宅を確保できない世帯に対して、低廉で快適な公営住宅を提供することにより、人口

  の社会的流出傾向に歯止めをかけるとともに、社会的流入を実現し定住人口の増加を図

  ることが大きな課題である。

  今後も、共同作成主体の自治体と協力しながら今後も引き続き取り組む。

社会資本総合整備計画（地域住宅支援）の事後評価報告シート

 １．事後評価を実施した社会資本総合整備計画

 ２．事後評価の内容

１　沖縄県北部地域における定住条件の整備

 平成２２年度～平成２３年度

 名護市、宜野座村

 『北部における生活基盤の整備により安全・安心・快適な生活空間を創出し、定住人口
維持・拡大に資する。』
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